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(キム・サンスワ)
家事裁判が執行力を有するものでありかつ当事者の任意履行がなければ，
その強制執行が必要になる。家事裁判には国内のものだけでなく外国のもの
も含まれるが， このような家事裁判の執行手続に関する韓国の立法は，日本
のそれどほぼ同じである 1)。
さて，韓国における家事裁判の執行をめぐる問題を概観すれば，盟内家事
裁判の執行は通常の民事裁判の執行の場合とほとんど同様でありそれほど問
題になっていない。これに対し，外盟家事裁判の執行については，外国離婚
判決の承認・執行をめぐる議論があり，離婚判決以外の外国家事裁判や裁判
以外の調書などの承認・執行に関しては，まだそれほど議論されていない
が，今後問題になることが予想されている。以下では，韓閣において家事裁
判がどのように執行されているかについてふれてみることにする。
I 国内家事裁判の執行
1 広義の執行力
家事裁判に広義の執行力が認められる場合(戸籍の訂正なりには，執行
もそれによって通常の方法で処理される。
2 家事裁判(審判)と債務名義
前記(前注 1) した家事訴訟法第41条により債務名義となる家事裁判の執
行は， それに基づき民事執行法の手続に従って強制執行が行われる。ただ
い通常の民事裁判の強制執行とは異なり，以下のような特徴がある。
(1) 履行命令と履行勧告
家事訴訟法第 64条の定める制度であり，日本法のそれとほとんど変わら
ない。履行命令は，過怠料(日本での過怠金)や監置の制裁を課する前の措置
であり，当事者は履行命令によるか通常の強制執行によるかを選択すること
ができる。また，裁判所は麗行命令の前に，当事者の申請により義務者の義
務履行の実態喜子諦査して義務履行を勧告しなければならない。この調査と勧
告は裁判ではなく事実行為であると考えられる。とくに履行勧告の対象に
は，財産上の義務だけでなく夫婦の間居義務も含まれている。
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(2) 家事債務の取扱い
① 免責債務の例外
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債務者自生(いわゆる更生)および破産に関する法律(いわゆる倒産統合
法)第 566条 8号により，債務者が養育者または扶養義務者として負担すべ
き費用は，非免責債務とされている。
② 差押禁止財産
韓国民法第974条などの法令により発生する扶養料請求権は，差押禁止債
権として債権執行の対象ではない(民事執行法第 246条 l項 l号)。当事者の契
約や遺書による扶養料請求権は含まれないが，およそ譲渡性のない場合がほ
とんどである。
3 幼児の引渡の執行
家事裁判において意思能力のない幼児(およそ 10歳未満)の引渡を命じる
場合の執行については，動産の引渡に準じて産接強制の方法によるべきであ
るか， それとも間接強制によるべきであるかという見解の対立がある。実
務2)では，動産51渡請求権の執行手続に準じて執行官が強制執行をすること
ができるが，執行官はその執行において一般の動産の場合とは異なり細心の
注意を払って引渡を受けるべきであるとして，震接強制説にたっている。
もっとも，家事訴訟法第64条などによる間接強制が許されないわけではな
し、。
そこで，幼児の引渡の執特につき，甚接強髄と間接強制のどちらを優先す
べきかの開題となるが，一般には，家事訴訟法上の間接強制を擾先し，例外
的に間接強制の効率性がないまたは緊急の事情(不法に投致・監禁されてい
る場合)のあるときには，車接強制によるべきであるという主張も有力で、あ
る3)。
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II 外国家事裁判の執行
?
外国家事裁判の執行の要件を概観すれば，次のとおりである。まず，準拠
法の要件を要求する主張はみあたらない。また，学説は相互保証の要件は緩
和されるべきとするのが一般であるが，判例は基本的な要件として要求して
いる。その他，前記(前注 1) した民事訴訟法の規定は，外国の家事判決に
も適用されることに異論はない。なお，外国家事裁判の執行判決そ求める訴
えの管轄権は，家庭裁判所ではなく地方裁判所が有する4)。
2 外国離婚判決の執行
(1 ) 離婚事件の国際管轄
最初に，承認・執行の要件としての離婚の間際裁判管轄に関する判例をみ
ておくことにする。リーディング・ケースとなる判例のでは，アメリカ国籍
をもっ夫婦の一方が韓国に居住していたときに，アメリカに居住している他
方を相手方として韓国の裁判所に離婚を求めた事件において，大法院は，
「訴訟手続上公平および正義の観念に照らして相手方たる被請求人が行方不
明その他これに準じる事情があるか，または相手方が積極的に応訴してその
利益が不当に侵害されるおそれがないと解され，その者らに対する裁判権の
拒否がむしろ外国人に対する法の保護守拒否することになって正義に皮する
と認められる例外的な場合を除き，指手方の被請求人の住所がわが閣にある
ことを要件とするJとし，そのような例外事由がないから管轄権はないと判
示した。
その後に出された判例もほぼ上記のような解釈に従っており，その例とし
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ては次のようなものがある。韓国人間士の X女と Y男は韓国で結婚した
後， Yだけがアメリカに渡り，それから YはXを相手方としてアメリカの
カリフオノレニア州裁判所で， Xの欠席のまま離婚訴訟を?提起し勝訴した。そ
の後Xは，後述するように外国離婚判決には執行判決が不要となっている
ため，すでに戸籍が訂正されたことに対して，その離婚申告が無効であると
してソワノレ家庭裁判所に離婚無効審判を語求したケースであるが，カリフオ
ノレニア州裁判所に管轄権はないとして， X勝訴の判決がなされた6)。次に，
韓国人関士の夫婦の一方が別居してからアメリカで居住しそこで離婚の訴え
を提起したケースでも，上記のような理由でアメリカの裁判所に管轄権がな
いとされた7)。他方，韓国の裁判所に管轄権があるとされたケースである
がペアメリカ国籍をもちアメリカのミズーリ州に法律上の住所 Oegaldomi 
cilel をおいている X男は，韓悶悶籍をもっ Y女とソワノレで婚姻申告を済ま
せ， その後 (yはアメリカ市民権を取得)ともに韓国に居住する XとYとの聞
での離婚事件につき，当事者双方の国籍や法律上の住所よりも現住所(ない
し選択による住所)を理由に韓国との実霊的な関連性が認められ，よって韓関
の裁判所に管轄権があると判示された9)。
以上のような判例によって，実務では，次のような基準で離婚事件の国際
裁判管轄を判断しているといわれている 10)。すなわち，事件と裁判所の実
質的な関連性11)の有無につき，上記した判例による被告住所地主義を麗則
とした例外事自の有無というブアクター，および韓圏内に被告の住所ないし
常居所の有無で判断するということである。
(2) 外国離婚判決による戸籍の訂正
1) 外臨離婚判決に基づく戸籍の訂正申請のときに執行判決を要するかに
つき，初期の 1968年の大法院の戸籍例規は，執行判決は不要であるとして
いた12)。すなわち，韓国人の夫と日本人の妻が日本で日本の方式による離
婚申告を終え，その一方(韓国人)が離婚証書の謄本を提出した場合には，
渉外私法第 10条2項，戸籍法第40条により受け付けなければならず，自本
5 
の裁判所で離婚判決営得て間判決の謄本と確定証明書を添付してその一方が
離婚申告をした場合には，戸籍法第40条に準じて処理しなければならない
というものである。
2) しかし，次のような判例が出されることになり，戸籍例規の立場に変
更をきたすことになった。すなわち，韓国人間土の X男と Y女は韓国で結
婚し，アメリカのネパダ州に居住していたが， Xは韓国に帰国した Yを相
手方としてネパダ州裁判所に離婚訴訟を提起し， Yの欠席により勝訴判決を
得た。そして，この離婚判決により執行判決が求められた事件において，
「当該外国離婚判決は民事訴訟法上の相互の保証がないから，執行判決を請
求する本件訴えは却下されなければならない」と判示された13)。
3) この大法慌の判例により，外国離婚判決による戸籍変更の申請に際し
て執行判決が必要で、あると解されたため， 1974年の戸籍例規14)は執行判決
がなければ離婚申告ができないということに変更された。しかし，そのよう
な実務のため，在米韓国人間においてアメリカ裁判所がなした離婚判決によ
る離婚申告をする際に，さらに韓国の裁判所で執行判決を得なければなら
ず，あまりにも煩雑であると主張する利用者の不満が出された15)。そこで，
大法院は，上記(注目)の判例は外国離婚判決に対する執行判決の碍題につ
いては具体的に判示されたものではないとして， 1981年にさらに戸籍例
規lめを変更したため，元通りに執行判決が不要とされた。
4) ところが， 1981年の改正戸籍例規の後に，外国に居住する韓麗人間
の配偶者の一方が，他方の不在(韓国に滞在中)のままで外国の裁判所から離
婚判決を得て国内で離婚申告をする事例が増えてきた17)。これにあたる例
として前記(注 6) した特例は，外国離嬉判決には執行判決が不要となって
いるため，すでに戸籍が訂正されたことに対して，その離婚申告が無効であ
るとして離婚無効審判を請求18)した原告が勝訴したケースである。その理
由は，前述したように当該外国裁判所に管轄権がないとされたことであ
る19)。
この判例20)の評釈では，外国離婚判決時に夫婦の一方が韓国に居住して
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いるときには，外国離婚判決に基づく離婚申告のためには，執行判決が必要
であるという主張がなされた21)。
5) そこで，大法院はさらに，外国離婚判決に伴う戸籍訂正に関する例規
を変更することになった。すなわち， 1989年の戸籍例規22)は，外国判決の
確定の有無が不明である場合，送達の適法の有無が明確でない場合，外国裁
判所の判決手続が進行しているときに被告が当該外国に居住していない場
合，その他外国判決の効力が疑わしい場合には，監督裁判所への質疑を義務
化することになった。また，この例規のために，外閤離婚判決以外の身分関
係の判決は執行判決を要するものと解されている 23)。
(3) 執行判決の要否に関する学説
判例・実務の立場に対し，学説では，多数説が身分に関する外国形成判決
はいずれも執行判決を得なくても戸籍罫正などの申請ができるように大法院
例規を変更するのが適当であると主張している 24)。これに対し，外国離婚
判決時に夫婦の一方だけが韓国に居住しているときには，外留離婚判決に基
づく離婚申告のために執行判決を要するとの主張もなされている25)。さら
に，家事訴訟法第2条を改正して，外国裁判所の離婚判決のみならずあらゆ
る身分関係判決に対する承認要件の審査を家庭裁判所の専属管轄にすべきで
あるという主張もある26)。
思うに，外国裁判所の裁判を執行するのであるから，原知として執行判決
は要求されると解すべきであると考える。外国裁判所の裁判をそのまま圏内
で執行することは，執行判決制度を設けたことにそぐわないし，内外閤聞の
裁判において離婚の場合だけを向様に取り扱わなければならない特別な理由
も考えられない。執行判決を必要としつつその手続の簡素化に努めるべきで
あろう。たとえば， EU債務名義のように，日本やアメリカとの関の条約に
より失効しやすいシステムを取り入れるべきである。
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(3) 相互保証の要否
判例は，原則として相互保証の要件が必要であるという立場である。相互
保証に関する大法院のー殻的な解釈としては，次の判例27)営あげることが
できる。すなわち， rわが閣と外国の聞で開種の判決の承認要件が著しく均
衡を喪失することなし外闘で定めた要件がわが屈で定めたそれより全体と
して過重なものにならず，重要な点で実質的に差異がない程度であれば，民
事訴訟法第217条第4号で定める相互保証の要件を具備していると解するの
が相当である。また， このような相互の保証は外国の法令，特例および慣例
などにより承認要件を比較して認められれば十分であり，必ずしも当事者国
との条約が締結されている必要はなし当該外国で具体的にわが閣と開種の
判決を承認した事例がなくても，実際に承認されると期待できる状態にあれ
ば十分であれこのような相互の保証があるという事実は裁判所が職権で調
査すべき事項である」と判示された。
これは，相互保証に関する一般的な解釈論を示す判断である。直接的に相
互保証と外国の家事裁判に関するものではないが，それに関連するものとし
ては，次の判例却をあげることができる。これは，ニューヨーク州裁判所
の判決一一離婚，養育機と養育費の支払いを命じる判決一ーがなされた後，
その被告が韓慢で子の引渡を求める審判を請求した事件である。大法院は，
次の理由からニューヨークチN裁判所の判決は有効であると判示した。すなわ
ち，請求人がしたニューヨーク州は相互保証がないとの主張を斥けたもので
ある。この判例からもわかるように，相互保証の要件を要求している。ま
た，後述する子の引渡に関するソクノレ高裁の判例(認知判決に関する判例)か
らみてもそうである。
他方，相互保証の要否lこ関する多数説は，次のようにそれを緩和すべきで
あると解している加。たとえば，外器離婚判決の承認において全面的に民
事訴訟法上の外国判決の承認要件を適用するとしても，肢行的な身分関係の
発生~防ぐために相互保証の要件だけはきわめて緩和して解釈すべきである
との主張30)，次にほぼ閉じものであるが，承認毘の法律秩序と関係の少な
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い外国の家事判決まで厳格に相互の保証を要求することは，かえって渉外的
正義に反するから緩和して適用すべきであるとの主張31)がなされている。
思うに，前述のように執行判決を要求すべきことを前提にすれば，栢互保
証が全く要求されない要件であるということはできないであろう。非訟事件
であることからすれば，多数の学説のいうように解釈によりそれを緩やかに
適用すべきであると考える。
3 その他の外展家事裁判の執行
(1)子の 51i度
子の引渡を命じる外国家事裁判の執行に関する判例32)としては，次のよ
うなものがある。ドイツ人である父Xは，韓昌人である母Yを相手方とし
てドイツの裁判所にXとY間の子の引渡を求める訴えを提起して勝訴し，
韓国でその判決の執行判決を求めた。これに対し， ソクノレ高裁は次のように
執行判決を与えた。
fわが国が法律または条約でドイツ裁判所の裁判権を否認したことがな
く，子の引渡判決はYが養育権者として指定されたXの意思に反して継
続して子の行方を知らせないとしていることに起国しているから，当該判
決をわが国の公序に反するともいえない。また， ドイツ民事訴訟法ではわ
が国民事訴訟法と類似した制限のもとで外国判決な承認する規定をおいて
いるだけでなく，非財産権に関する請求についての外国判決に対しては相
互保証伝要求していないことが明らかであるから， ドイツとわが留の間に
は判決の承認に関する相互保証もあり，結局ドイツ裁判所の判決はわが閣
でも効力がある。J33)
(2) 認知
外国認知裁判の執行が問題となった判例34)では，日本宿籍をもっXは，
韓国人 A 男と日本人 B 女の間の子として出生したが， A は X~正妻である
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Cとの聞で出生した子として出生申告をして戸籍に登載させた。その後，死
亡したAの戸籍訂正申請により Xの戸籍は抹消されたが， XIま告己がAの
子であることを知るようになり，昭和 52年，旭川地裁に Aを父とする認知
請求をし，同裁判所はこの請求を認容する判決を下し穣定した。 Xはこの日
本の裁判所の判決の執行を韓間ソクノレ地裁に求め，一審では執行判決が認め
られ控訴審でも控訴を棄却する判決がなされた。控訴人は，杷互保証がない
ということを理由として争ったが，裁判所は日本の確定判決は民事訴訟法上
のすべての要件を満たすから韓国でもその効力が認められ，強制執行が許容
されると判決したのである。なお，上告が提起されたが，当時の許可上告制
度により上告許可申請が却下された35)。
(3) その他
外国法上の確定判決と同ーの効力がある外国の和解謂書なども承認の対象
となる 36)。この例として次のような判例37)があり，日本の認諾調書に対す
る執行判決を認めた。
f日本民事訴訟法第 267条によれば，認諾調書は確定判決と開ーの効力を
有するから，日本屋裁判所の認諾調書を外国裁判所の確定判決tこ準じて執
行判決の対象と解することができ，またわが閣が法律または条約で日本思
裁判所の裁判権を否認していないから，日本国大阪地方裁判所平成8年
(手ワ)第 26号手形金請求事件において被告であった本件被告が出席して
請求を認諾し， この認諾調書の内容がわが国の善良なる風俗その他社会秩
序に違反せず，さらに日本閣は日本民事執行法第22条，第24条において
わが民事訴訟法第467条，第477条のように外臨判決の効力を承認する執
行判決手続を設けているだけでなしその承認条件を規定する日本民事訴
訟法第 118条はわが民事訴訟法第203条とほとんど同様の趣旨であり，日
本閣の実務慣例上も外国判決(わが国判決を含む)の公正性が保障される
限り， これを尊重して承認しているところである。日本国でわが国判決が
執行されるための条件はわが閣と同様であると解され，日本閣とわが園は
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相手国の判決の承認において拐互保証があると解することができ，本件認
諾調書が民事訴訟法第203条のすべての条件を具備しているから，わが留
でもその効力が認められ強制執行が許容される。」
IV おわりに
以上，韓国における家事裁判の執行の開題について概観してみた。とくに
外国家事裁判の執行を要約すれば，まず，外閤離婚判決の執行に関する混乱
がみられるが，原則としては執行判決を要すると解すべきであろう。しか
し，条約などによりその簡素化に努めるべきであることはもちろんである。
離婚以外の家事裁判の執行は，下級審レベルで議論されているだけで，それ
ほど問題となっていないが，今後増えることが予想されるので，執行判決を
要求しつつも離婚の場合と同じく条約による対策が必要となろう。
〔追記〕 本稿は， 2006年l月に，科研費lこ基づく研究課題， i多様化し複雑化
する国際家族紛争に対応する国際家事手続法制の整備に関する調査研究」に
より隠かれた研究会における報告原稿に大きく加筆補訂したものである。報
告の機会を与えていただいた，渡辺僅之先生，酒井一先生には謝意を表する
次第である。
j主
1) 家事裁判の執行と関連する立法をみれば，次のとおりである。まず，家事訴訟法
である。
f第41条(審判の執行カ) 金銭の支払い，物件の91渡，登記その他の義務の履
行を命じる審判は債務名義となる。
第64条(履行命令) ① 家庭裁判所は，判決・審判・調停調書または務停に代
わる決定によち金銭の支払いなどの財産上の義務または幼児の引渡義務を履
行すべき者が，正当の潔白なしに義務を履行しないときには，当事者の申議
により一定の期間内にその義務を履行すべきことを命じることができる。
② 第1項の命令をするにおいては，特別の事情のない限り，事前に当事考を
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尋問(答尋)してその義務履行を勧告しなければならず，第67条第 l項〔過
怠料の制裁一筆者注〕および第68条〔霊長霞の制裁 望若者注〕の規定による
制裁を告知しなければならない。J
また，民事訴訟法では次のように定める。
f第217条(外間判決の効力)外国裁判所の確定判決は，次の各号の要件のすべ
てを満たすときにはその効力が認められる。
1.大韓民国の法令または条約に従った爵際裁判管轄の原則上，その外国裁
判所の国際裁判管轄権が認められること
2. 敗訴した被告が訴状またはこれに準じる護面および期日通知書や命令を
適法な方式に従って防御に必要な時間的余絡をもって送速された(公示送
達やこれと類似する送達による場合を除く)または送達されなくても訴訟
に応じたこと
3. その判決の効力を認めることが大韓民国の養良なる風俗やその他の社会
秩序に違反しないこと
4. 相互保証のあることj
その他，民事執行法では，次のような条文をおいている。
「第26条(外国判決の強制執行) ① 外国裁判所の判決に基づく強制執行は，
大韓民国裁判所で執行判決によりその適法である旨を笈告しなければできな
い。
② 執行判決を議求する訴えは，債務者の普通裁判籍のあるところの地方裁判
所が管轄し，普通裁判籍のないときには，民事訴訟法第 11条の規定に従っ
て僚務者に対する訴えを管轄する裁判所が管轄する。
第27条(執行判決) ①執行判決は裁判の当否を調査しないでしなければなら
ない。
② 執行判決を請求する訴えは，次の各号の中の一つに該当すれば，却下しな
ければならない。
L 外国裁判所の判決が確定されたことを説明しないとき
2. 外国判決が民事訴訟法第217条の条件を満たさないときJ
2) 大法院の裁判例規第917-2号 f幼児引渡を命じる裁判の執行手続(裁特 82-1)Jo 
3) 金祥沫・民事執行法 (2005)627][ (ハング、ノレ)，唱宅等苓対.~-%!{l_王子fil]_e 'il 
λト奇想 [III]一一号せ・ "R毛号荷台3一一 (2003)533賞。キト東渉・注釈家事訴訟
法 [3訂版] (2004) 677][ (ハング/レ)。
4) 大法院判決 1982年 12月28日， 82旦 250
「民事訴訟法第476条第2項によれば，執行判決を請求する訴えは債務者の普通
裁判j籍所在地の地方裁判所が管轄すると規定しているところ，法院組織法第3条
第 l項は裁判所を大法院，高等法院，地方法院，家庭法読の 4穣にしており，地
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方法院は必婆によってこれをと民事事件のみを管轄する民事地方法院と刑事事件の
みを管轄する刑事地方法践にすることができると規定しているから，家庭法読は
民事訴訟法第476条第2項の地方法続に該当しないと解するほかなし執行判決
を請求する対象となった外国判決が家事審判法第2条の定める家庭裁判所の審判
事項を内容とするものであっても，その訴えを必ず家庭法院の管轄に属するもの
と解すべき漂白もない。j
5) 大法院判決 1975年7J3 22 B， 74旦 220
6) 大法院判決 1988年4月12日， 85旦 71。
7) 大法院判決2002年 11月26日， 2002旦 13120
8) 大法院判決2006年5月26日， 2005 E_ 884。この判決については，金祥沫「回線
裁判管轄と実質的関連性j国際商事法務2006年7月号960支参照。
9) その他の下級審の判例をみれば，次のとおりである。
まず， ソクノレ家庭裁判所判決 1996年7月16臼%と5333は， アメリカ裁判所の
離婚判決とこれに伴う離婚申告に対して離婚無効確認の訴えが提起された事件であ
る。アメリカに居住する配偶者の一方が線国に帰国した他方を相手方として，アメ
リカの裁判所に被告の住所をアメリカだと偽って提起し，欠席判決を得た。そし
て，区役所で戸籍の訂正がなされたが， これに対し離婚無効確認の訴えが提起さ
れ，ソクノレ家庭裁判所は，アメリカの裁判所に総婚判決を下す国際裁判管轄がない
として議求を認容した。
また， ソクノレ家庭裁判所判決1997年 10月24臼96-"三73619の内容は，次のとお
りである。韓国人間土の夫婦である XとYはアメリカのテキサス弁|に居住してい
たが， Yは帰国し韓国に居住している。 Xは，テキサス州裁判所に離婚訴訟を提起
すると問時に (Y欠席のまま X勝訴で確定)向じ内容の訴えをソクノレ家庭裁判所
lこも提起した。これに対しソウル室長庭裁判所は，テキサス州裁判所の判決が車車部で
は承認することができず，独自の判断で離婚請求に対する判断を下した。承認でき
ないとした理由は，テキサス州裁判所に国際裁判管轄がないので民事訴訟法上の管
轄の要件を満たさず，送遂の要件もないだけでなしさらに両国で同一の訴えを提
起したことはYの防御機を慈意的に回避しようとするためにあり，正義に反する
ので公序にも違反するとしたことである。
10) を今~，号オ]7いいト忍旦J 号オ!神社主苦言ま斗立J号社毛主司令'?l安昔話i2)，国際私
法研究 12号 (2006)51頁。
11) 2001年に改正された国際私法第2条は，国際裁判管轄という題自で， I①裁判
所は，当事者または紛争となった事案が大韓民国と実質的関連のある場合に国際裁
判管轄権を有する。この場合，裁判所は実質的関連の有無を判断するにおいて，国
際裁判管轄配分の理念に符合する合理的な原則に従わなければならない。②裁判
所は，国内法の管轄規定を慰酌して国際裁判管轄権の有無を判断するとともに，第
13 
p義の規定の趣旨に照らして冨総裁判管轄の特殊性を十分に考慮しなければならな
いJと定めている。
12) 1968.5.29.唱忍 fiJ]U4豆(外務省長官に対する法院行政処主主の質疑回答の婆
旨)。なお，戸籍例規の改正経緯については，徐設 f外国判決叶1吟1寄執行判決
一一外国旦J離婚判決金中心♀豆電T検討J民事判例研究5集 (1983)243頁以
下参照。
13) 大法腕判決 1971年 10月22日， 71斗 1393。
14) 1974.7.4.噂忍オ1]400豆(外務省長官に対する法院行政処長の質疑回答の要
旨)。ここでは， r外国裁判所の隊婚判決は渉外私法第 18条によりその原因毒事実が
発生した当時の夫の本国法たるわが国の民法に基づき離婚原因に該当しなければな
らず，その判決は民事訴訟法第203条各号の婆件を具備しなければ効力がなしさ
らに民事訴訟法第477条によりわが国裁判所で執行判決を得ないと離婚申告をする
ことができないj と定めていた。その後も， 1977.5.6.唱司王(1356 j主(外務省長
官に対する法院行政処長の質疑問答の要旨。外国裁判所の離婚判決は民事訴訟法
第203条の要件を具備したものであれば，その離婚原因がわが国民法第840条に
該当するものでなくても効力があり，これに基づく戸籍申告をするためには民事訴
訟法第477条の規定による執行判決を得なければならないという例規である)，
1977. 12.6. 港忍刈 724~ (外務省長官に対する法院行政処長の質疑回答の要旨。
外国裁判所の離婚判決による戸籍整理のためには，法定第 356号で回答したように
わが国裁判所の執行判決ぞ得なければならず，外国裁判所の離婚判決のある場合と
いえどもかかる執行判決を得ないで当事者の一方だけがわが関在外公館に出席して
離婚申告をすることができず，ただし，当事者双方がわが国在外公館に出席して離
婚申告をする場合には，外国裁判所の隊婚判決とは別に協議離婚の申告として処理
することができるというものである)と続いた。
15) これに対しては，後から，外国に居住する韓国人同士の離婚であれば，管轄在外
公館長に協議離婚怠思の確認申請をナすれば，その公館長は当事者から離婚意思の存
否を関き，その要旨を書面に作成してソク/レ家庭裁判所に送れば，その裁判所で確
認書謄本を再び当該公館長に送付するなどの方式で簡単に戸籍整理が可能であるか
ら，結局当該例規の変更の理由が正しいとは狼らないという主張(金寿亨「外国離
婚判決旦1承認要執行j民事特例研究 11集 (1989)430 JI)がなされた。
16) 1981.10.14.司王昔 fiJ]545 ~ (戸籍例規第 371号)。この例規は次のような三つの
条項からなっている。まず第 1項では， r外国裁判所の離婚判決は民事訴訟法第
203条所定の条件を具備する限りわが留でもその効力があるj と，第2項では，
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「第 l環の外国判決に基づく離婚申告はわが国判決に基づく離婚判決と同様に戸籍
法第81条，第63条の規定による手続によるほか，その申告にはその判決の正本ま
たは謄本と判決確定証明書，敗訴した被告がわが国民の場合にその被告が公示送達
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によらずに訴訟の凋始に必要な召喚または命令の送達を受けた，または受けなくと
も応訴した事実を証明する書面(判決のiE本または謄本によりこの点が明白でない
場合に限る)およびかかる各書類の翻訳文を添付しなければならないj と，第3項
では， r第 2項による離婚申告が提出された場合，戸籍公務員は離婚申告に添付さ
れた判決の正本または謄本などにより当該外国判決が民事訴訟法第203条所定の各
条件の具僚の有無を審査してその受理の当否を決定し，その条件の兵備の有無が明
白でない場合には，必ず関係書類いっさいを添付して監督裁判所に質疑してその回
答を得た上で処理しなければならないJと定められている。
17) 金寿亨 f外国判決司執行J題際私法研究4巻 (1999)501頁参照。
18) 執行判決が不要であるため，その対策として，相手方は韓国の裁判所に外国離婚
判決の無効確認をケ求めることが認められたのである。
19) 'fUl雪は， r民事訴訟法第217条第 1号は，外国裁判所の離婚判決にも適用され，
この規定の趣旨はわが国で外国判決を承認するためには，その判決をした外関裁判
所が当該事件に関してわが閣の法律や条約などによる悶際裁判管轄権の原郊により
国際裁判管轄権を有していることが認められるべきである。一方，わが国の法律や
条約などには渉外離婚事件の思際裁判管轄に関する規定がみられないから，渉外線
婚事件における当該規定による外国裁判所の裁判管轄権の有無は渉外離婚事件の適
正，公平と能率的な解決のための観点と外国判決承認制度の趣旨などにより合理的
に決定されるべきである。渉外離婚事件において離婚判決をした外国裁判所に裁判
管轄権があると解するためには，その離婚請求の棺手方が行方不明その他これに準
じる事情または棺手方が積極的に応訴してその利益が不当に侵害されるおそれがな
いとみられる例外的な場合を除き，棺手方の住所地がその国にあることを要件とす
るいわゆる被告住所地主義に従うのが相当である。j
20) この判例は，民事訴訟法第217条第 1号が外国裁判所の離婚判決にも適用される
ことをど前提に，いわゆる間接的裁判管轄原則を示した最初の判決として意義がある
といわれている。金寿亨・前掲(注 15)419頁。
21) 金寿亨・前掲(注 15)431 賞。そして，河頁では，披行婚の悶避と被請求人の保
護という対立的利益の均衡のために，本文でのような範闘で執行判決を婆求する趣
旨で現行例規も変更されるべきであると主張していた。
22) 1989. 7.10. ~弓 öl]'i干オ1]415 ~。ここでは，第 1 項において， r外国裁判所の離
婚判決に基づく離婚申告の場合には以下の苦手由のあるときには必ず関係書類を添付
して監督裁判所に質疑してその問答を得たよで処理しなければならない。1.外国
判決の確定の有然が鳴らかでない場合， 2.送遂の遜法の当否が明らかでない場
合， 3.外国裁判所の判決手続が進行するときに被告が当該外国に居住しなかった
場合， 4 その他外国判決の効力が疑わしい場合Jと，第2壌において， r次の場合
には第 1項にもかかわらず鼓脅裁判所に対する質疑を要しない。1.外国判決上の
15 
被告たる大韓民国の国民が当該外国判決に基づく離婚申告に間意するまたは自ら離
婚申告をする場合， 2.外国裁判所の離婚判決に対して民事訴訟法第476条および
第477条の規定による執行判決を得た場合Jと定めている。
23) 金寿亨・前掲(注 17)501頁。
24) 朴東渉・前掲書(注3)876頁。
25) 金寿亨・前掲(注 15)431頁。
26) を今誇・前掲(注 10)45賞。
27) 大法続判決2004.10.28 2002斗74213。
28) 大法院判決 1989年 3月 14日， 88 E. 184， 88 E. 1910 
29) 朴東渉・前掲書(注 3)876頁。
30) 金寿亨・前掲(注 15)423 fi，李恭舷「外国判決主l承認妥執行J裁判資料
34集 (1986)601頁。
31) 金元泰「外留家事裁判.9.j承認ヰ執行j法理論ヰ実務，第5集 (2002)304 
貰。また，後注33)を参照。
32) 斗金高裁判決 1985年 8月初日， 841十37330
33) これに対しては，非訟事件であるにもかかわらず，相互保証が承認要件になるも
のと解したところに問題があると批判されている。石光現・国際私法斗国際訴訟
[第 l巻](2001) 329頁。
34) ノヰ金高裁判決 1985年 2月 14日， 84 Y. 40430 
35) このように高裁の判断営大法院が認容したのは，執行判決の対象に身分に関する
形成判決も含めることを明らかにしたものであるといわれている。李恭熔・前掲
(注30)604頁。
36) 多数説であるといわれている。金元泰・前掲(注31)290頁参照。
37) 済州地半U1998.5.28， 97 7ト脅29820
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